
－１－

人口 面積 人口密度 人口集中地区人口 産業構造

人

人

％ 就 人 人 人

人 業 ％ ％ ％

人 人 人 人 人

％ 口 ％ ％ ％

千円 千円 千円

1 歳入総額 Ａ 1 過疎

2 歳出総額 Ｂ ② 農工

3 歳入歳出差引額 Ｃ ③ 山村振興

（Ａ-Ｂ） 4 低開発

4 繰越すべき財源 Ｄ 5 人口急増

5 実質収支 Ｅ 6 特定農山村

（Ｃ-Ｄ）

6 単年度収支 Ｆ ① ごみ ⑧ 消防救急

7 積立金 Ｇ ② し尿 9 職業訓練

8 繰上償還金 Ｈ ③ 火葬場 10 山林

9 積立金取崩し額 Ｉ 4 道路 11 介護保険

10 実質単年度収支 Ｊ 5 伝染病 ⑫ その他

（Ｆ+Ｇ+Ｈ-Ｉ） 6 [上水道]

7 結核予防

　※　４ページ債務負担行為支出予定額に再掲

一 般 職 員 等 特 別 職 員 等

千円

千円
-

-
世帯

有

無
人

無

無
円

-

-
円

-

無
円

-

-

-

-

Ⅱ－1

Ⅰ－３

国
保
会
計
の
状
況

簡易水道
80,604

256,592

収 支 額
[千円]

水道

一 世 帯 当 た り の
保 険 税 徴 収 額

病院

法適
用の
有無

事 業 名

被 保 険 者 一 人 当 た り の
保 険 税 徴 収 額

489,323
被 保 険 者 一 人
当 た り の 費 用

宅地造成

国民健康保険

介護保険

公
営
企
業
等
の
状
況

362,261 633,447

681,133 2,239,900 238,417

77,172

8　教育・文化

5　保健医療

6　環境保全

ふ り が な岩 手 県

17年

国勢調査

きたかみし

北上市

22年昭和35年10月1日以降の合併の状況

27年度交付税

種 地 区 分

国勢調査

27.3.31

437.55 212.9

ｋ㎡ １ｋ㎡当　人

28.3.31

28,237
１ 次

平成26年度区 分

38,649,947 40,375,179

平成27年度 27年度末残高

1,036,538 1,000,398

674,277 366,951

△ 0.1

△ 271,186 △ 136,251

803

平成27年度財政状況

（決算カード）

市 町 村 名

０３２０６９ 市 町 村 類 型コ ー ド 番 号

38.3増減率

住
基
人
口

２ 次区 分

7.1　平成３年４月１日、北上市、和賀町、江
釣子村の３市町村が合併して、北上市と
なる。

93,138

94,321

△ 1.3

93,457

93,524

国
勢
調
査

22年

17年

増減率 3,165

4,162

53.18.6

37,613,409 39,374,781

8,390

435,856

109,245

３ 次

16,253 25,341

36.3 56.6

18,595 25,738

646

指 定 団 体 等 の 状 況

事 務 の 共 同 処 理 状 況

4,113,450

758,914

898,130

1,627,994

土地開発基金
現 金

土 地

知的障害者施設

計

区 分

財 政 調 整 基 金

9　その他

減 債 基 金

そ
の
他
特
定
目
的
基
金
の
状
況

1　庁舎等建設

2　国際化推進

3　地域基盤

4　社会福祉

7　産業の振興

410,750 2,104,295

593,566

593,566

その他

計　　※

債 務 負 担
行 為 28 年 度
以 降 支 出
予 定 額

区 分

129,922

臨 時 職 員

消 防 職 員

合 計

収 支 額

普 通 会 計 から の繰 入 額

加 入 世 帯 数

被 保 険 者 数

51,543

702,988

11,895

19,173

物件取得

損失補償等

教 育 公 務 員

180,403,000

一 般 職 員

うち技能労務職員

[平均額]

人 円 支給月額 B/A

職 員 数 Ａ 一 人 当 た り の

296,089 市 町 村 長172,620,000583 平成16年4月1日

〃

-

〃

平成8年12月1日

区 分
報 酬 改 定
実 施 年 月 日

給 料 月 額 Ｂ

19,468,100

7,783,000

〃

66

29

副 市 長

議 会 議 長

区 長

教 育 長

612

294,971

268,379

294,776

[平均額]

副 議 長

〃

1,912

工業団地

観光施設

介護サービス

535

後期高齢者医療

老人保健

議 員

1,484

51,543

駐車場

農業集落排水

702,988

下水道

164

86

8

928,184 1

普通会計からの繰入

1,300,724

617,500

63,700

122,697

1,045,688

12

9

11

3

職員数
[人]

一人当たり平均月額(円）

（平成27年4月1日現在の状況）

351,000

877,000

707,000

-　　　　　

568,000

457,000

383,000
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市町村名 類型

歳　入 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

市 町 村 税 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

徴収率

株式等譲渡所得割交付
金 27,445 27,445 0.1 0.1 0.0 0.1

108.8 △ 21.6

△ 31.7 38.7

△ 0.2 2.049,787 49,787 0.2 0.1 0.1 0.1

△ 2.6

0.8 0.7

△ 1.2

1.7 6.9

△ 57.0

0.0 0.0 0.0 △ 5.5 △ 14.1 5.5

△ 7.6

－ －

0.7 1.0

0.0 0.0 0.0 △ 7.6

－ －

100.0 100.0 100.0 △ 1.5

52.5

9.60.1 0.1 0.1 △ 6.0

－－

－

△ 47.5 185.7

2.9

△ 2.0 △ 0.3

1.6 1.7

6.6 6.5 6.4 11.0

1.7 4.0 2.3

5.5

△ 17.2 9.3

△ 2.3 △ 1.4

23.3 23.5 22.3 1.8 1.5 △ 4.2

15.9 15.4

30.6 31.0

7.9 9.2 9.9

3.8

0.6 0.5 0.5 △ 4.3

434,359

129,336

192,106

17.7 8.3

53.1 51.9 50.9 △ 1.8 △ 1.4 △ 0.9

300

592,958

15.0

△ 23.2

△ 4.1

13.3 12.5 13.1 △ 5.0

0.0 0.0 皆増

21.0%

現 年 課 税 分 滞 納 繰 越 分

112,917

801,793

66,813

226,836

△ 4.7

－

△ 6.2

6,688,137

1,969,985

2,926,037

1,725,302

66,813

228,010

833,493

土 地

家 屋

償 却 資 産

市 町 村 交 付 金

13,121,776

6,202,795

1,810,080

2,738,717

1,587,185

11,984

668

1.0

1.4 1.4

98.9% 22.2% 94.6%

合 計

93.5%

96.1%

98.7%

0.3 2.3

25 年 度

24.9%

純固定資産税

市町村民税

0.1 △ 4.3

－

100.0

2.5

％ ％

8.4

0.3

26 年 度

100.0100.0

6.5 6.5

8.0 7.3

％ ％ ％

25 年 度 26 年 度 27 年 度27 年 度

0.2 0.1 0.1 0.1

2.7

99.1%

合 計

区 分

旧 法 に よ る 税

合 計 12,583,662

内
訳

特 別 土 地 保 有 税

法 定 外 普 通 税

目的税

入 湯 税

都 市 計 画 税

そ の 他

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 町 村 た ば こ 税

鉱 産 税

市 町 村 民 税
個人分

法人分

4,062,460

1,296,724

30.7

区 分
決 算 額 基 準 税 額 × 超過課税収入額

千円 100/75       千円 千円 ％

4,330,071

1,022,167 158,599

△ 6.2

△ 0.1 △ 0.2

△ 60.9

13.2合 計 21,368,95138,649,947

7.9 3.1 1.8

6.8 12.8

1.9 2.0 2.0 △ 10.4

△ 43.0

△ 52.3

7.8 △ 0.9 △ 9.1 2.9

3.4 3.7 2.6 △ 11.5 7.3 △ 32.5

0.0 0.4 1.6 △ 67.1 1,299.6 307.3

4.4 2.2

△ 9.2

13.8 12.5 14.3 44.7 △ 9.4 9.4

1.1 1.1 △ 0.8 △ 2.8

－－ －

14.1 14.5 △ 12.5

2.8 25.2 124.6

5.4

6.1

△ 8.5

4.4

26.3

1.5

2.4 2.8 4.6 △ 0.9 19.1 57.7

0.1

20.2 17.3 △ 7.8 25.7 △ 18.2

△ 4.1

－

0.3 0.1 0.2 1.8 △ 50.4 10.5

100.0

32.0

0.2

16.1

2.7

0.7

1.2

13.4

0.0

0.0

0.1

1.2

2.7

0.1

32.2 33.9 △ 1.5 0.7

1.5 △ 4.9 △ 4.9

－

1.2 1.2 △ 1.7 △ 3.0

196.6

2,286.0

64.5

0.1 2.5 △ 9.3

32,793

918.0

112.1

13,121,108

580,539

29,605

1,790,333

5,091

16,350

30,401 0.2

61.4

26.3

709,396

1,000,398

755,025

2,620,000

72,427

5,611,500

5,611,500

419,949

5,511,603

3,021,690

849,492

614,237

6,677,849

5,611,500

1,066,349

16,350

290,126

459,127

1,572

地 方 債

区 分

寄 附 金

繰 入 金

地 方 交 付 税

諸 収 入

国 庫 支 出 金

国有提供施設交付金

県 支 出 金

財 産 収 入

内 訳
普 通

特 別

交通安全対策交付金

分 担 金 ・ 負 担 金

使 用 料

手 数 料

繰 越 金

配 当 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 税

地 方 譲 与 税

利子割・ｺﾞﾙﾌ場交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

特別地方消費税交付金

自動車 ・ 軽 油交 付金

13,121,776

580,539

29,605

1,790,333

72,427

32,793

北上市 Ⅱ－1

27 年 度
％ ％ ％

決 算 額 経常一般財源 構 成 比 25 年 度 26 年 度25 年 度
％

26 年 度 27 年 度
％ ％千円 千円 ％
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市町村名 類型

性質別歳出 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

千円

千円

千円

千円

目的別歳出 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

北上市 Ⅱ－1

1.4

0.1 0.0 0.1 △ 79.8

△ 4.5100.0 100.0 100.0 13.4

△ 68.4 △ 15.7

3.5 3.9 64.4

△ 3.3

△ 19.3

2.2 △ 45.311.7
・経常一般財源
  総額（歳入）

6.3 172.0

7.9119.08.510.1

5.6

9.5

6.0 6.2

6.7 △ 19.3

0.1 0.1 0.1 51.6 10.5

8.610.19.6 90.6

8.7 9.2 27.4

50.7 44.6 46.9 18.7 △ 10.9 0.6

△ 14.4 1.8

39.8

15.2

2.2

3.3 56.4

5.8△ 4.0 △ 15.0

13.4 15.1 15.5 25.1 14.6 △ 1.8

1.4

3.8

2.4 29.0

4.4

△ 34.3 △ 12.4

87.5 △ 39.5

△ 63.1

15.7 △ 6.1

15.7 14.6 15.3 0.9 △ 6.0 0.3

44.545.3

7.2 4.5

39.7 △ 1.8

1.5 1.6

14.012.3

0.0 0.0

△ 7.4

42.5 △ 22.4△ 7.4

42.5 △ 22.4

79.1 △ 63.8

17.214.9

14.012.3 17.3

15.7 0.2

17.3

11.5

42.4

12.6 12.3

8.0 7.9

47.3

16.5

6.1

13.3 1.8

8.8 2.5

0.0 14.5

7.0

3.7

10.3

2.2

9,613,015

19.4

12.2

8.2

19.7

19.7

0.0

10,738,091

3,748,308

4,406,456

2,782,614

1,862,183

4,469,452

4,469,365

87

100.0 100.0 100.0 △ 4.5

0.0

0.0

△ 95.5 皆減

△ 15.7

12.3 17.3 14.0 △ 7.4 42.5 △ 22.4

0.00.0 △ 79.8 △ 68.4

△ 16.9

10.6 10.1 10.9 21.6 △ 3.6 3.7

3.4 7.53.9 12.43.7

13.0

△ 6.5 △ 6.0

4.13.4 57.2 △ 39.2

13.0 12.0 11.8 43.2

△ 56.5

3.9 4.7 6.1 9.4 21.4 23.9

0.40.9 △ 18.2 △ 56.9

5.9

6.7 9.6 6.9 9.6 46.7 △ 31.2

29.927.0 4.8 3.9

2.2

14.8 10.4 11.7 31.1 △ 29.0 7.4

0.7 0.8 △ 1.3 8.4

37,613,409 24,866,425 3,201,597

0.7

26.3

2.2

5.7

0.1

0.0

1,266,987 1,225,222 59,496

4,124,086

15,095 8,164

5,271,192 4,469,675

159,403 51,455 41,999

10,816

4,388,031 3,099,683 292,591

1,419,273 132,639

3,454,492 605,478

1,529,547 907,063 40,396

4,426,617 2,434,652 1,766,623

30,614 30,614

3,201,597 552,520

122,6302,371,266

179,558

2,609,561 1,920,974 72,001

22,737,851

87 87

16,748,127 10,821,066

3,475,094 2,987,547

17,648,590 13,484,675

1,661,810 1,645,987

1,220,525 614,860

825,201 429,167

4,469,452

5,006,397

前年度繰上充用金

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

37,613,409

5,581,576

千円

24,866,425

294,196

3,216,692

5,760,169 4,611,356

529,379 398,224

5,838,222 4,443,521

5,270,882 4,469,365

合 計

元 利 償 還 金

一 時 借 入 金 利

う ち 人 件 費

普 通 建 設 事 業

補 助 事 業

単 独 事 業

災 害 復 旧 事 業

失 業 対 策 事 業

教 育 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

11,247,140

2,281,554

前 年 度 繰 上 充 用 金

小 計

投 資 的 経 費

合 計

議 会 費 294,196

内
訳

％ ％

25 年 度 26 年 度

％

・経常経費充当の
　一般財源

20,351,106

・歳入一般財源

25,902,963

21,368,951

％ ％ ％

△ 37.0

26 年 度 27 年 度普通建設事 業費
千円

2,609,224

398,224

2,857,259

1,192,378

区 分 決 算 額
千円

一 般 財 源
％

積 立 金

投資及び出資金･貸付金

繰 出 金

うち一部事務組合負担金

％

25 年 度 26 年 度 27 年 度 25 年 度

5.2

830,331 429,890

15,095 8,164

560,684

決 算 額 一 般 財 源
千円 千円

うち経常
一般財源

経常収
支比率

補 助 費 等

人 件 費

う ち 職 員 給

扶 助 費

公 債 費

物 件 費

内
訳

小 計

維 持 補 修 費

区 分

1.8

12.6

4,465,274

3,296,582 2,807,176

6,470,761 1,886,340

5,270,969

△ 0.4 3.1

0.5 5.4

％ ％ ％ ％

27 年 度 25 年 度 26 年 度 27 年 度

(減収（特）・臨財を加

(減収（特）・臨財
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類 型

年　度　 25年度 26年度 27年度
　区　分

千円 千円 千円

896,682 897,327 898,130

（ 92.5 ） （ 95.3 ） （ 95.2 ）

注 １ 　経常収支比率欄の（　）は，減収補てん債（特例分）及び臨時財政対策債を除いた率である。
　 ２   自主財源 ＝ 地方税＋分担金・負担金＋使用料・手数料＋財産収入＋寄附金＋繰入金＋繰越金＋諸収入
　 ３   一般財源 ＝ 地方税＋地方譲与税＋地方交付税＋利子割交付金＋地方消費税交付金＋ゴルフ場利用税交付金
　　　　　　　　  ＋特別地方消費税交付金＋自動車取得税交付金＋地方特例交付金

25年度 26年度

--

0.7

29.2

3.0

27年度

203.7

89.588.5

34.2

15.1

16.7

17.318.3
公債費負担比率

起債制限比率

171.7

自主財源比率

経常一般財源比率

一般財源比率

普通建設事業費の
うち一般財源等比率

債務負担行為比率

積立金現在高比率

債務負担比率

28.4 20.4

- 15.1

- 17.0

15.4

実質収支比率

地方債比率

公債費比率

債務負担行為支出予定
額を加えた公債費比率

政 府 資 金

県 貸 付 金

基準財政収入額

標準財政規模

3.5

52.6

34.8

実質公債費比率

地方債現在高

国保会計財政調整
基金現在高

内
訳

そ の 他

6,064,218

公債費の標準財政規模
に対する割合

経常収支比率

地方債現在高比率

21.7

47.1

27.9 30.3

91.8

年　度　
　区　分

Ⅰ－３

0.65

4,330,679

基準財政需要額

災害復旧等に係る
基準財政需要額

減債基金現在高

債務負担行為支出
予定額

財政力指数
（３ヶ年平均）

積立金現在高

債務負担行為額

Ⅰ－３ Ⅰ－３

4,549,617 4,033,473 4,113,450

交付税種地区分

財政調整基金現在
高

市 町 村 名 北上市 Ⅱ－1

2.9 1.7

57.1 57.9

17.321.9

-

0.6 0.5

3.1 2.6

51.1 48.8

95.2 97.4

167.0

85.8

31.3 24.0

646,703 687,887 593,566

16,784,167 16,653,816 17,162,636

1,295,516 1,406,779 1,362,275

11,395,015 11,015,473 11,551,136

21,987,724 21,700,577 21,948,175

0.66 0.67

6,419,267 6,639,574

1,121,266

16.8 16.6 16.1

43,215,174

20,220,583 17,586,434

18,990,010

39,599,342 37,415,784

24,144,734

2,616,306 1,614,744

19,317,185 19,785,130

80,430 61,574 44,220

1,028,875 1,029,257

普通建設事業費のうち
一般財源等の比率

実質収支

〇 地方債比率 ＝
地方債充当額

普通建設事業費
〇 一般財源比率 ＝

一般財源
歳入総額

〇 地方債現在高比率＝
経常一般財源収入額

標準財政規模 一般財源等（一般財源振替分等を含む）
地方債現在高

＝

〇

〇 積立金現在高比率

〇 経常一般財源比率

＝
積立金現在高
標準財政規模

債務負担行為比率 ＝
翌年度以降の債務負担行為支出予定額に充当する一般財源

標準財政規模　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額

〇 債務負担比率 ＝
標準財政規模　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額

債務負担行為の当該年度支出に充当した一般財源

〇 自主財源比率 ＝
自主財源
歳入総額

＝
標準財政規模＋臨時財政対策債発行可能額

〇 ＝
一般財源等充当額（一般財源振替分等を含む）

普通建設事業費

実質収支比率〇



平成27年度決算統計　各種財政指標算出表

実質収支（02表） 362,261

標準財政規模（00表） 21,948,175

一般財源（05表01～11行3列＋5列） 22,382,554

歳入総額（05表31行１列） 38,649,947

一般財源等充当額（一般財源振替分等を含む）(13表12行11列） 552,520

普通建設事業費（13表12行01列） 3,201,597

地方債充当額（13表12行10列） 1,095,700

普通建設事業費（13表12行01列） 3,201,597

公債費充当一般財源（13表32行１１列） 4,469,452

一般財源総額（歳入一般財源）（05表31行3列＋5列） 25,902,963

債務負担行為の当該年度支出に充当した一般財源（38表）

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表） 21,948,175 - 1,362,275

翌年度以降の債務負担行為支出予定額に充当する一般財源（37表）

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表） 21,948,175 - 1,362,275

積立金現在高（29表06行4列） 6,639,574

標準財政規模（00表） 21,948,175

自主財源（04表より計算） 18,219,526

歳入総額（05表31行１列） 38,649,947

経常一般財源収入額（05表31行5列） 21,368,951

標準財政規模（00表） 21,948,175

地方債現在高（33表） 37,415,784

一般財源等（一般財源振替分等を含む）（13表41行11列） 22,398,904

公債費（13表32行） 5,270,969

標準財政規模（00表） 21,948,175

国庫支出金及び県支出金充当額（13表12行） 1,172,938 + 115,448

普通建設事業費（13表12行）

その他

○　公債費比率（債務含む） 35表（ア－オ）※＋37表05行11列（公債費に準ずる債務負担行為） 3,107,177 + 337,408

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（3

○　公債費比率 35表（ア－オ）※ 3,107,177

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（3

※公債費充当一般財源（繰上償還額及び転貸債償還額に係る分を除く）－　災害復旧費等に係る基準財政需要額

地方債比率

1.651〇 ＝実質収支比率

一般財源比率

普通建設事業費のう
ち一般財源等の比率

＝

〇 ＝

〇

97.4

3,201,597
＝ 40.242

167.0

47.1

〇

自主財源比率〇 ＝

〇

＝債務負担行為比率 ＝ 2.624

＝

＝

〇

〇

地方債現在高比率

国県支出金比率

〇

＝ 97.361

＝ 167.043

＝ 30.251

＝

公債費の標準財政規
模に対する割合

〇

経常一般財源比率 ＝

積立金現在高比率

公債費負担比率

〇

17.25

0.52

2.62

30.2530.3

＝ 47.140

2.6

＝ 0.516 0.5

〇 ＝

34.224

540,220

106,258
〇 ＝債務負担比率

34.2＝ ＝

1.65

57.91

17.26

34.22

1.7

57.9

＝ 17.255 17.3

＝ 17.258 17.3

＝

＝ 57.911

167.327

40.24

47.14

97.36

167.04

24.02

167.33
20,585,900

＝ ＝ 150.937 150.9 150.94

×1,000

×1,000
20,585,900

＝ ＝

24.0

167.3

40.2

＝ 24.016＝

地方税，分担金及び負担金，使
用料，手数料，財産収入，寄附
金，繰入金，繰越金，諸収入   



平成27年度健全化判断比率の状況 都市名： 北上市

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

- - 16.1 108.5

平成27年度資金不足比率

資金不足比率

-

-

-

-

-

特　別　会　計　名

下水道事業

農業集落排水事業

工業団地事業

宅地造成事業

電気事業
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